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岩木川流域下水道施設指定管理者募集要項

Ⅰ 要項の趣旨

地方自治法第244条の２第３項の規定に基づき、岩木川流域下水道の管理を行わせるため、指

定管理者を募集することとし、募集の実施に必要な事項を定めるものである。

Ⅱ 施設の概要

１ 名称及び所在地

名 称 所 在 地

岩木川浄化センター 弘前市大字津賀野字浅田1168

（ただし、汚泥焼却施設及び肥

料化施設を除く。）

弘前汚水中継ポンプ場 弘前市大字船水1丁目283-4

藤崎汚水中継ポンプ場 南津軽郡藤崎町藤崎字真那板縁1-2

大鰐汚水中継ポンプ場 南津軽郡大鰐町大字八幡館字山下17-1

浪岡汚水中継ポンプ場 青森市浪岡大字女鹿沢字赤茶83-1

平賀第１汚水中継ポンプ場 平川市荒田下駒田94-2

平賀第２汚水中継ポンプ場 平川市沖館向野91

田舎館第１汚水中継ポンプ場 南津軽郡田舎館村大字大根子字牧ヶ袋129-3

田舎館第２汚水中継ポンプ場 南津軽郡田舎館村大字東光寺字前田5-7

板柳汚水中継ポンプ場 北津軽郡板柳町大字辻字松本34-5

管渠・放流渠 弘前市外流域関連市町村内

２ 設置目的

岩木川流域関連公共下水道からの下水を処理し、当該公共下水道の処理区域の生活環境の改善及

び公共用水域の水質保全に資することを目的として設置した。

３ 施設の業務

（１）岩木川流域下水道の維持管理に関すること。

（２）その他岩木川流域下水道の管理に関し必要な業務。
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４ 施設の規模等

現況（令和６年度末）

処理面積 ６，６２３ha

処理人口 ２１３，０８７人

処理水量 処理能力 ９９，０００m3/日

管渠延長 ５１．４km

ポンプ場数 ９箇所

処理場 岩木川浄化センター

処理方法 水処理（標準活性汚泥法）

汚泥処理（濃縮、脱水、焼却）

※ただし、焼却処理は令和７年度末で廃止し、肥料化に変更する。

※汚泥焼却施設及び肥料化施設は、本業務の対象外とする。

供用開始年度 昭和６２年４月

Ⅲ 管理の条件

１ 施設の管理方針

（１）関係法令、条例及び規則を遵守し、岩木川流域下水道の設置目的に沿った適正な管理運営を行

うこと。

（２）県民が快適に施設等を利用できるよう、施設の設備及び物品の維持管理を適正に行うこと。

（３）指定管理者の業務を通じて取得した個人情報の取扱いについては、青森県個人情報の保護に関

する条例に基づき適切に行うこと。

２ 指定管理者が行う業務

（１）指定管理者が行う岩木川流域下水道の管理の業務は次のとおりとする（詳細は業務水準書のと

おり。）。

ア 岩木川流域下水道の維持管理に関すること

イ その他岩木川流域下水道の管理に関し必要な業務

（２）業務の執行は指定管理者が自ら行うことを原則とするが、部分的な業務については、県の承諾

を得て専門の事業者に再委託することができる。

３ 指定期間

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの予定であるが、県議会の議決を経て確定する。

４ 県が指定管理者に支払う委託料

県は毎年度の予算の範囲内において、施設の管理に必要な経費を委託料として指定管理者に支払

うこととし、その具体的な金額は申請時の事業計画書で提案された金額に基づき、指定管理者と県

が協議の上協定で定める。
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５ 管理の基準等

業務水準書のとおり。

６ モニタリング

県は、指定管理者による施設の管理及び利用の状況等について点検・評価を行うものとし、その結果

を公表するとともに、指定管理者に必要な指示、指導を行うものとする。

Ⅳ 申請の手続

１ 応募資格

岩木川流域下水道の指定管理者に係る申請を行う者は、次の資格等を有すること。

（１）法人その他の団体（以下「法人等」という。）であること（法人格の有無は問わないが、個人

では申請できない。）。

（２）法人等又はその代表者等が、次に該当しないこと。

ア 法律行為を行う能力を有しない者

イ 破産者で復権を得ない者

ウ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項に規定する者

エ 青森県から指名停止措置を受けている者

オ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、本県又は他の地方公共団体から指定を取

り消された者

カ 会社更生法、民事再生法等に基づく更生又は再生手続きを行っている者

キ 法人税、法人事業税、法人都道府県税、法人市町村税、消費税又は地方消費税を滞納してい

る者

ク 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又はその利益となる活動を行う者

ケ 暴力団又は暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定

する暴力団員をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

の統制下にあると認められる者

（３）類似施設（対象施設と同様の水処理方式及び汚泥処理方式の下水道施設）の維持管理実績を有

すること（グループによる応募においては、構成員のうち少なくとも1者が類似施設の維持管理

実績を有すること。）。

（４）緊急時の対応等のため県内に事業所を有すること。

２ 提出書類

（１）指定管理者指定申請書（様式１、１－２）

（２）下水道施設指定管理者事業計画書（様式２）

（３）応募資格を有していることを証する書類

Ⅳの１応募資格 区分 提出書類

の見出し符号

Ⅳの１の（１）、 法人の場合 定款、寄附行為

（４） 登記事項証明書
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地方自治法第260条の2 地方自治法第260条の2第12項の証明書

第1項に規定する地縁

による団体の場合 代表者の住民票の写し

法人でない場合 定款、寄附行為、規約その他これらに類するもの

代表者又は管理人の住民票の写し

Ⅳの１の（２） 全ての申請者 Ⅳの１の（２）のア、イ、ウ、エ、オ、カに該当しな

のア、イ、ウ、 い旨の申立書（様式３）

エ、オ、カ

Ⅳの１の（２） 納税義務がある場合 納税証明書

のキ 納税義務がない場合 納税義務がない旨を記載した申立書

Ⅳの１の（３） 全ての申請者 類似業務受託実績調書（様式４）

（４）法人等の経営の状況を示す書類

ア 貸借対照表及び損益計算書又はこれらに準ずる書類（直近３か年分）

イ 申請日の属する年度の事業計画書及び収支予算書又はこれらに準ずる書類

（５）法人等の組織及び運営に関する事項を記載した書類（法人等の組織図や業務執行体制等がわか

るもの及び就業規則又はこれらに準ずる書類）

（６）役員の名簿及び略歴を記載した書類

（７）現に指定管理者として管理を行っている施設又は指定管理者の申請を行っている施設がある場

合は、当該施設の名称、所在地及び指定の期間を記載した書類

（８）法人等の経歴書（様式５）

（９）申請書受領書（様式６）

３ 事業計画書の記載内容

次の項目について、別添「下水道施設指定管理者事業計画書【記述要領】」を参照の上、岩木川

流域下水道の設置目的を効果的に達成し、かつ効率的に運営できることがわかる内容として提案す

ること。

（１）公的使命と経営ビジョン

（２）管理運営方針

（３）団体経営

（４）施設管理業務実施計画

（５）安全管理方針

（６）運営管理業務実施計画

（７）環境計測業務実施計画

（８）災害対応方針

（９）組織人員

（10）有資格者の配置計画

（11）経営悪化の場合の対応策

（12）提案価格内訳書

指定期間全体に係る委託料の金額については、次の基準額を上限とする範囲内で提案すること。

なお、この基準額を超える提案は、資格審査で失格となるので十分留意すること。

基準額 860,260,000円／年平均（消費税及び地方消費税相当額を含む。）

※全期間において、消費税率及び地方消費税率の合計は10%で計算すること。
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４ グループによる応募

（１）複数の法人等が、それぞれの得意分野を活かして施設の管理に参加するため、グループを構成

して応募（以下「グループ応募」という。）することも可能であるが、グループ応募の場合は代

表者を定めて応募すること。この場合、代表者は岩木川流域下水道の管理の主要な業務を担う者

であること。

（２）グループ応募の場合、提出書類については、全ての構成員に係るものとして提出すること。

（３）単独で応募した法人等は、同一の指定管理者の募集に対してグループ応募の構成員となること

はできない。また、同一の指定管理者の募集に対し、複数のグループにおいて同時に構成員とな

ることもできない。

（４）グループ応募の構成員のうちに応募資格を満たさない者がある場合は、指定を受けることがで

きない。

５ 図書の縦覧

縦覧図書は次により縦覧する。

○下水道台帳、維持管理年報

縦覧を希望する場合は、事前に中南県土整備事務所下水道課（岩木川浄化センター内）と日程調整

したうえで訪問すること。

（１）縦覧場所：岩木川浄化センター （弘前市大字津賀野字浅田１１６８）

（２）縦覧期間：令和７年６月２５日（水）から令和７年８月２５日(月)まで

（ただし、県の休日を除く。）

（３）縦覧時間：午前８時３０分から午後５時１５分まで

○施設機能確認書、保守点検実施状況、ユーティリティ実績調書、法定資格一覧、流入予測水量、

協定書（案）

（１）公表場所：県ホームページ。

（http://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kendo/toshikei/gesuido_siteikanri.html）

（２）公表期間：令和７年６月２５日（水）から令和７年８月２５日(月)まで

６ 説明会の実施

下記期間内において随時現地説明を行うので、希望者は令和７年７月４日（金）正午までに現地

説明希望書（様式７）に希望日時等を記入のうえ、下記の連絡先に提出すること（電子メール、Ｆ

ＡＸでの提出も可）。

（１）開催期間

令和７年７月１４日（月）～令和７年７月１８日（金）午前９時～午後５時

※おおむね１時間程度を予定

（２）開催場所

岩木川浄化センター （弘前市大字津賀野字浅田１１６８）

７ 質問事項の受付

（１）質問方法

令和７年６月２５日（水）から令和７年７月１８日（金）午後５時１５分までに質問書（様式
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８）に記入のうえ、下記の連絡先に提出すること（電子メール、ＦＡＸでの提出も可）。

（２）回答方法

令和７年７月２５日（金）に県のホームページにおいて公表する。

（http://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kendo/toshikei/gesuido_siteikanri.html）

８ 申請書等の提出

（１）提出期間

令和７年８月１２日(火)から令和７年８月２５日(月)までの間の、午前８時３０分から午後５

時１５分までの間（ただし、県の休日を除く。）

（２）提出方法

下記の提出先まで持参又は郵送すること。なお郵送の場合は令和７年８月２５日(月）必着とす

る。

（３）提出部数

紙（正本１部、副本７部）及び電子媒体により提出すること。

９ 連絡先及び申請書等提出先

〒030-8570 青森市長島一丁目１－１ 青森県県土整備部都市計画課都市政策グループ

電話：017-734-9679（直通）、FAX：017-734-8196、E-mail：toshikei@pref.aomori.lg.jp

１０ 留意事項

（１）県が必要と認める場合は追加資料を求めることがある。

（２）提出された書類は、理由の如何を問わず返却しない。

（３）申請に係る経費は、すべて申請者の負担とする。

（４）県の業務上の必要により、応募の事実に係る情報を県の機関において利用する場合がある。

Ⅴ 指定管理者の候補者の選定

１ 選定方法

（１）青森県下水道施設指定管理者審査委員会において、下記の選定基準に基づき書類審査及びヒア

リングによる審査を行う。

（２）ヒアリングの実施日時等は、別途通知する（令和７年８月下旬実施予定）。

（３）審査の結果は、令和７年９月下旬頃に書面で通知する。

（４）県は第１順位の申請者に係る応募資格の確認及び細目的事項についての協議を行い、適正と認

められた場合は指定管理者の候補者に決定する。なお、第１順位の者が適正と認められないとき

は、次順位の者を第１順位とし、同様に協議を行う場合がある。
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２ 選定基準

選 定 基 準 配 点

（１）県民の適正な利用が確保されること。

・施設の設置目的及び県が示した管理の方針 １０

（２）施設の効用が適正に発揮されること。

・施設の維持管理の内容、適格性及び実現の可能性 ３５

（３）施設の効率的な管理ができること。

・施設の管理運営に係る経費の内容 ２０

（４）施設の管理を適正かつ安定して行う能力を有していること。

・収支計画の内容、適格性及び実現の可能性 ２０

・安定的な運営が可能となる人的能力

・安定的な運営が可能となる経理的基盤

（５）県内の産業・雇用への配慮がなされていること。

・県内の産業振興、県内からの雇用の確保への配慮 １５

（申請者（グループ応募の場合は代表者）が県内に本店※を置く法人

等であるか。）

※法人格を有する場合は登記上の本店、その他の団体の場合は登記上

の主たる事務所

３ 選定審査対象からの除外

申請者が次の要件のいずれかに該当した場合は、当該申請を選定審査の対象から除外する。

（１）選定審査に関する不当な要求等を申し入れた場合

（２）提出書類に虚偽又は不正があった場合

（３）この要項に違反又は著しく逸脱した場合

（４）提出書類の提出期限を経過してから提出書類が提出された場合

（５）本募集について複数の申請を行い又は複数の事業計画書を提出した場合

（６）提出書類の提出後に事業計画書の内容を大幅に変更した場合

（７）その他不正行為があった場合

４ 選定結果の公表

選定結果は、指定管理者の候補者名及び選定理由並びに選定基準に基づいた各申請者（候補者以

外の申請者名は匿名）の得点、順位を県のホームページで公表する。
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Ⅵ 指定管理者の指定及び協定の締結

１ 指定管理者の指定

指定管理者の候補者は、令和７年１１月定例会(予定)の議決を経て、指定管理者に指定される。

２ 協定の締結

業務内容に関する細目的事項、県が支払う委託料に関する事項、管理の基準等に関する細目的事

項等については、指定管理者と県との間で協定を締結する。

なお、協定は指定期間を通じての基本的な事項を定めた「基本協定」と、年度ごとの事業実施に

係る事項を定めた「年度協定」を締結する。

３ その他

（１）指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項のいずれかに該当するときは、県は指定を取

り消し、協定を締結しないことができる。

①募集要項に定めた応募資格に掲げる要件を欠くこととなったとき。

②指定管理者の経営状況の急激な悪化等により、事業の履行が確実でないと認められるとき。

③著しく社会的な信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。

（２）業務不履行の場合、違約金を徴収する。

（３）損害賠償責任保険等への加入を義務付ける。
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